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5．お わ り に
本稿は，南北戦争から1920年代を対象に，アメリカの教育と経済という2つの分野における
主要な法制度を整理し，これらの法制度確立の歴史的背景をることで，制度の観点から教育と
経済の関係を考察してきた。アメリカでは，一連の技術革新や大企業の台頭による産業社会の到
来と大量の移民がもたらす社会問題への対応のたびに，教育と経済に関する制度設計が，相互関
係を深めながら再帰的に行なわれてきた。
教育に関して言えば，建国以来，すべての人民に平等な教育を施すことが志向され，教育の大
衆化と多様化が早期の段階から進んだが，のちの工業化の進展は雇用・労働の質的および量的変
化を生じさせ，また度重なる新たな移民の流入は人口増加と都市化，そして新旧移民の対立を生
んだ。その結果生じた社会構造の変化によって，教育に係わる法制度が整えられてきた。表1で
見るように，教育に係わる法制度や組織は，南北戦争を境として州レベルから合衆国レベルへそ
の主軸は移行し，とりわけ初等中等教育の公的教育機関および職業学校においてその傾向が見ら
れた。
経済について言えば，南北戦争後の急速な産業社会の発展は「金ぴか時代」を招来し，従来の
社会的モラルを壊しながら一部の産業人による経済的支配を強めていった。しかし，その後の不
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況（1873年から1897年）は，トラストやカルテルなどによって自己防衛と市場独占を行なった
産業界（大企業）と，産業界の市場独占によって不利益を被った農民や労働者との利害対立を激
化させ，社会的分断を生じる契機となった。その打開策として国家の介入が始まり，本稿では表
2でまとめたように，特に経済活動統制に係わる法制度についてとり上げたが，これらの法制度
は1880年代以降に確立していく。しかしながら，自由放任主義のもとで不況期においても大企
業による市場独占と支配力の強化に歯止めをかけることはできず，十分な効力を持つに至らなかっ
た。そして，社会的分断の中で大量の移民は，非熟練労働者として大規模工場によって吸収され
大企業の発展の一翼を担うようになり，そのための教育制度が公的初等中等教育機関や職業学校
において整えられていった。このように，産業社会の進展とともに労働や雇用の内容が変容し，
それに沿って教育の意味が変わっていった。
本稿で焦点を当てた初等中等教育のみならず，高等教育においても例外ではない。前稿で議論
したように高等教育では，南北戦争以前からある程度大衆化されていたことや部外者による組織
運営が行なわれたことが，高等教育の制度設計において産業社会で権力を持つようになった人々
の影響力を強めていき，産業社会に適合した教育制度が設計された。そして，産業社会の発展を
牽引した大企業の成長は，経営に携わる専門経営者と工場生産に携わる大量の労働者に対するニー
ズを生み，これらのニーズを満たすための人材育成の場として教育機関が位置付けられるように
なった。
上記の考察から本稿では，制度設計における経済諸力の影響力が及ぶプロセスと情報化社会に
おいてヴェブレンの制度論をとり上げる意義についても言及した。第4節で議論したように，急
速な産業社会の発展は，物質的な量的変化を伴いながら社会構造を変えていき，また貧困や労働
などに関する社会的問題を生み出すことで，建国以来の地域的コミュニティに代わる，地域を超
えた新たな社会関係を生み出した。本稿でとり上げた教育と経済に係わる制度設計においては，
1880年代以降，その社会関係は経済的利害をめぐる諸集団として現れ，ルールメイキングに参
加するステークホルダーとしての機能を果たした。そして，ステークホルダー間の合意形成に向
けて国はその仲介役としての役割を担うようになった。
大量生産体制の確立と大企業の台頭をどこの国よりも早く経験したアメリカでは，量的指標に
よって制度設計・運用を行なうことが社会的問題解決への早道であり，各経済諸力による制度設
計への参加に強い関心を持つ社会が作られたと言えよう。この点に，制度学派が登場した時代の
アメリカにおける制度設計の特質を見出すことができる。しかし，制度設計には先行者の利益が
継続的に確保され，また制度設計に参加できない人々も多数存在することで，問題も多い。加え
て，産業社会において制度の生成と展開が連続的に起こった時代ゆえに，制度分析の重要性を問
うヴェブレンを始祖とするアメリカ制度学派が生まれてきたと考えられる。ヴェブレンは，産業
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社会に適した人材供給の場としての教育が浸透する中で，とりわけ高等教育の運営に経済的に優
位に立つ産業人が加わるようになった現状に対して『有閑階級の理論』 など（14）で批判的に議論
し，制度の持つ特徴を析出している。
現在は情報化社会と言われて久しい。本稿の対象とした時代は生産過程における技術革新がも
たらした大きな変化であったが，今は情報における技術革新がもたらしている目まぐるしい変化
である。現在の変化の一つが国の概念を無意味化するほどのグローバル化であるが，それゆえに
「規制」に重きを置いてきた従来の制度や，国と一部のステークホルダーが制度設計に果たして
きた役割が限界に来ている。第4節で触れた，水野の提示する「アーキテクチャ」的な制度設計
のアイディアは，制度設計において個人が主体的に関与していくものであり，制度設計において
より柔軟な対応を行なうことで制度を通じて社会実体を能動的に動かしていくというビジョンは，
変化に適応する一つの選択肢であろう。現在と同じように技術進歩による急速な社会構造の変化
において経済活動を制度の側面から捉え，また情報化社会のプラットフォームを提供したアメリ
カを舞台として議論を展開した制度学派の制度分析は，情報化社会の制度を考える上で引き続き
再評価する意味がある。
［文責：「第1節，2節，5節」辻（智），「第3節」渡辺，「第4節」辻（俊）］
（1） そもそも制度学派を一つの学派と定義づけたのはドーフマンやグルーチーである。彼らは，制度学
派は独自の経済理論の構築まで至らなかったが，経済学方法論を確立し，例えば，方法論的個人主義
に代わる方法論的全体主義や経済人に代わる制度的人間，さらに新古典派では与件として見なされて
いた制度の持つ経済的役割を分析した，としている（Dorfman［1969］，Gruchy［1967］）。また，
制度学派の生成および展開過程を「知性史」研究の一環として議論したのがロスである。ロスは，南
北戦争から1920年代のアメリカにおける社会科学の展開過程を社会学，経済学，政治学を中心に
「アメリカ例外主義」という理念をキーワードに用いて描写した（Ross［1991］）。その他，新古典派
経済学との対比において制度学派の方法論的特徴を析出したもの（高［2000］など），ドイツ歴史学
派との関係において制度学派を理解しようとしたもの（シュムペーター［1972］，田中［1979］，佐々
野［2003］など），1990年代以降の制度学派について学説史的研究を行なったもの（田中［1993］
［1999］など）などがある。
（2） ボストンやケンブリッジといった都市では，隣接するハーバード大学（1636年設立）が教師を供
給していた。
（3） 詳細は南新（［1999］6263,87頁）を参照。なお，南新によれば，州内でも都市部と地方では公教
育に対する考え方や状況が違っており，「urban地域では，1820年代以降産業が盛んになり人口が急
増するにつれて大衆教育としての公教育への認識が高まり，従来の私立学校に依存した教育から公立
学校を基礎とした教育への移行が進むとともに，（中略）公立中等学校の設立も行われるようになっ
ていった。」（南新［1999］96頁）
（4） 州立師範学校のほとんどは，1945年以降州立大学（ステート・カレッジおよびステート・ユニヴァー
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
シティ）となる（鈴木［1992］113114頁）。
（5） 南新［1999］158頁。南新によれば，「マンは，自由で平等な人間があって，はじめて自由で平等
な社会は存在すると考え，その両者を結合する媒体物として教育を据え」（8頁）ており，「共和国の
主権者の育成をめざす権利としての教育の内容は，一般的知識を基礎に，政治に関する正しい知識，
労働力を高め経済的独立を促進する自然科学に関する知識，人間の道徳的生活の三つを大きな柱とし
て構成されていた」（7頁）とする。そして，「マンは，自然法の原理から教育を受ける権利を導き出
し，主権者教育による自由・平等社会の実現という目的と増大する貧困家庭からの現実から，次には
社会の教育を受ける権利の保障義務，さらに現実に一歩進んで，州による無料公立学校の設置・維持
を導き出そうと試みている」（9頁）が，南新は，その現実的根拠として「当時アメリカを襲った産
業革命の波にともなう生産手段の革命的発達」を指摘する（9頁）。
（6） ボールズは，職業教育の開始は各階級に見合った教育を行なうという階級分化を加速化すると述べ
ている（ボールズ［1980］167頁）。
（7） デューイは，進歩主義教育理論を確立したアメリカの教育学者であり，1896年に自らの主張する
教育学を実践する実験学校を開校し，アメリカにおけるプラグマティズムを大成した人物として有名
である。デューイが制度分析を重視したことから，しばしば制度学派の一人としても位置づけられて
いる。
（8） ゲーリー・プランは，ゲーリー・システムやワート・システム，プラトゥーン・プランとも呼ばれ，
日本の「大正自由教育」にも影響を及ぼした（塚原他［2017］）。
（9） アメリカの移民法は1875年に制定され，その後改正が繰り返された。1917年改正では，第4節で
も述べているように，識字テストを実施して英語能力のない移民希望者の入国を禁止したものである
（新田［2014］）。
（10） 進化論的社会観とは，ハーバード・スペンサーが展開した社会観であり，ダーウィンの進化論をヒ
ントにしたものである。生物が原生動物から高等動物に進化するように，社会も未開社会から進化す
ると考えた。ただ，進化論では，自然環境に適する種のみが結果的に生き残るという考え方をするが，
スペンサーは適者が生き残る（survivalofthefittest）と考え，適者の要件として意思や努力に求
めることとなる。そして，優れた者が勝ち残るという思想と結びつき，努力したために成功者になれ
たと考える。また，進化の過程では単なる寄せ集めではなく，より大きな上位レベルでの新たな秩序
が生まれ，そこでは，同等の社会関係と個人の自発的協力によって成り立つ共存的社会たる産業型社
会へ進化し，自由放任主義により推進されると考えた。この考えが，当時のアメリカの「金ぴか時代」
における，成功者をアメリカンドリームの体現者として肯定する風潮を後押しした（井原［2015］47
頁）。
（11） その他，1890年代にはトランス・ミズーリー運賃組合事件（1897年），合同運送組合事件（1898
年），アディストン鋼管会社事件（1899年）などの反トラスト法訴訟事件が起こった（山口［1995］
155頁）。
（12） 山口一臣は，ウェブ・ポメリン法成立の意義について「シャーマン法に対する除外規定を設けるこ
とによって独占禁止政策の抜け道をつくり，したがって，独占資本の成長に便宜を与えたこと，また，
そのような独占資本を背景とする国際的・経済的対立を激化せしめることに役立ったこと」と述べて
いる（山口［1995］150頁）。
（13）「共同規制」とは，企業や業界団体が行なう自主規制に対し，政府が一定の介入・補強を行なうこ
とによって公私が共同で問題を抑止・解決していく政策手法のこと。
（14） その他，高等教育における実業家による大学運営について書かれた論文として以下のものがある。
T.Veblen,TheHigherLearninginAmerica:AMemorandumontheConductofUniversitiesby
BusinessMen,NewYork:A.M.Keley,Bookseler,1965.本書では，大学の理事会や施設，人事，
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研究者の役割，職業教育などについて議論されている。澤村栄治は，教育経済学の視点から同書をと
り上げ，ヴェブレンは「大学における学問のあり方と近代資本主義社会の性格との緊張関係を，大学
という場における力の緊張関係として捉え，この場が力の衡様相によって完全円形となるか，陏縁
形となるか，はたまた瓢箪のようないびつ形となるか，等というような一種のトポロジカルな分析に
おいて考察しようとする，大学運営管理の社会工学を試みたものとも見られ，そのいみにおいては，
今日アメリカで頓に問題となって来た大学行政論におけるトップ・マネジメント論や管理会計論的考
察の先蹤をなすものと，わずかにいえなくもないであろう」（澤村［1995］107108頁）と述べてい
る。
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AStudyofInstitutionalDesignConcerningEducation
andEconomyintheUnitedStatesfromPost-CivilWar
throughthe1920s
ChisakoTSUJI,
ShunichiTSUJI,
ShoichiWATANABE
Abstract
Thisstudyfocusesonmajorlegalsystemsconcerningeducationandeconomyinthe
UnitedStatesfrom post-CivilWarthroughthe1920sandexaminestherelationshipbe-
tweeneducationandeconomyfromthepointofviewofinstitutionaldesign.Tothisend,
thisstudyresearchesthehistoricalbackgroundoftheestablishmentoftheselegalsystems.
Throughthisexamination,thisstudyidentifieshowvariouseconomicpowersinfluenced
institutionaldesignandconsidersThorsteinVeblen・sTheoryofInstitutionalChangein
themodernsociety.Asaresult,itrevealsthat（a）whenfocusingontheestablishmentof
alegalsystemconcerningpubliceducationattheelementaryandsecondaryschoollevel,
theroletheseinstitutionsplayin・supplyinghumanresourcestolabormarkets・and
・socialization・accordingtothedevelopmentofanindustrialsocietywereevaluated;（b）
whenfocusingonalegalsystem concerningcompetitionineconomicactivities,aneco-
nomicsystem wasdesignedtoprovidetheframeworkforthedevelopmentofmarket
economyintheprocessofthedevelopmentofanindustrialsocietyandtobeprovidedas
abylaw ofeconomicregulationslater;（c）folowingthedevelopmentofanindustrial
society,socialproblemsgeneratedanewsocialdynamic,whichappearedasgroupswith
varyingeconomicinterestsbecamestakeholdersinrulemaking;and（d）whenconsidering
systemsforthepresentinformationsociety,itismeaningfultoreevaluatetheinstitutional
analysisproposedbyinstitutionalists,whoexaminedeconomicactivitiesfromtheperspec-
tiveofinstitutioninthechangingsocialstructureduetotechnologicaladvancement.
Keywords:AmericanInstitutionalists,Veblen,Economy,Education,InstitutionalDesign
